
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 沖縄県 竹富町

経常収支比率の分析
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竹富町

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●人件費：島嶼から成る本町では各島に行政施設があるため、職員数が類似団体・県内町村平均と比較して
多く人件費が結果的に高ポイントに成っている。特に教育関係経費においては類似団体に比べ大きく上回って
いるため、今後学校の統廃合を含め検討していく必要がある。今後職員の適正な配置や定員適正化計画に基
づく職員数の削減に努め、人件費の抑制に努めていく。

●物件費：類似団体及び県内町村平均を大きく上回っており、島嶼からなる本町においては、特に旅費に係る
経費が多大であり、出張等の原則日帰り等経費の削減が今後の課題となっている。また旅費以外の物件費の
削減努力により全体的な物件費の抑制を図っていく必要がある。

●その他の経費：人件費・物件費以外の経費については、概ね類似団体の数値を下回っており今後適正な執
行により現在の水準の維持に努めていく必要がある。


